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総合評価 
十分な成果が得られたと評価する。本プロジェクトは、学校を起点として子どもの社会
的孤立・孤独を早期に把握し、支援へと接続する一連の仕組みを、研究開発と社会実装
を往還させながら構築した。家庭環境を起点に、学校適応・友人関係・言葉遣い等が連
鎖的に悪化する構造を示し、学校段階での予防介入の必要性を明確化した点は基礎的成
果である。その上で、学齢版 AIスクリーニングシステム「YOSS」を中核に、教師デー
タ／熟練スクールソーシャルワーカー（SSW）判断を学習した AIによる支援方向性提
示を実装し、判定精度を示すなど、実運用に耐える形で具体化した。校務・学習データ
連携（navima、心の天気等）や新規項目（ヤングケアラー、運筆データ等）の拡張も進
め、見落とし低減と校内チーム会議の質向上に資する運用モデルを提示した。さらに、
YOSS マイスター／トレーナー養成（2025 年 9 月までに 5 回実施・180 名等）や共創
研究会の継続、自治体・企業との協働を通じ、教職員の抱え込みを減らし「チーム学校」
型支援体制の定着を促した点は大きい。導入校では不登校・保健室来室等の抑制、福祉
担当者の校内会議参画による支援接続などの実装効果が報告されている。一方、地域資
源マップの更新体制、児童生徒の入力（心の天気等）を促す仕掛け、個人情報保護上の
整理、一般社団法人化後の財源確保とガバナンス、他自治体への横展開手順の明確化、
校務支援システムとの連携が今後の課題である。総合的に見て、学校現場特有の制約が
ある中で実装段階に近い到達点まで進んだ先導的プロジェクトとして高く評価できる。 
 
項目評価 
１．目的・目標の達成状況 
目的・目標は十分に達成されたと評価する。全児童生徒を対象に「見えにくい問題」を
漏れなく把握するという目標に対し、要因構造の実証に基づくスクリーニング設計を行
い、YOSS クラウドとして運用可能な形に具体化した。AI によるチーム会議へのピック
アップ要否判定や支援方策提示により、経験差のある教職員でも一定水準でアセスメン



トできる仕組みを提示し、校内外の関係者をつなぐ実務フロー（チーム会議→支援接続）
を実装した点で、研究開発要素（見えない問題をスクリーニングによって捉える／学校
現場へスクリーニングを浸透させ、学校組織を変化させる／教職員が地域資源を活用で
きるようにしていく）は概ね達成されている。なお、社会福祉学や教育学などにおいて
重要な成果が上がっており、今後は海外の学術雑誌、学会などで報告していくことも望
まれる。 
 
２．今後の計画および展望 
今後の計画および展望は十分に期待ができると評価する。一般社団法人を軸とした恒久
運用体制への移行、マイスター／トレーナー養成の継続、校務支援システム連携による
入力負担・導入負担の低減が示されており、普及拡大の道筋は具体的に構想されている。
また、大阪広域データ連携基盤（ORDEN）における「こどもつながるマップ」整備等
を通じ、学校外資源へ接続する地域ネットワークが強化されれば、一次予防としての実
効性がさらに高まると期待できる。今後は、導入校で得られた成功・不成功要因（ICT
活用の限界と人の役割、地域差）を運用知として整理し、導入パッケージ（手順・研修・
評価指標・情報管理ルール）を示しながら、適切なパートナーとなる自治体を発掘して
いくことが、横展開と持続性確保において重要である。 
 
３．計画・実施体制等の妥当性 
計画・実施体制等は十分に妥当だったと評価する。教育・福祉・情報科学等の分野横断
体制の下、研究代表者のリーダーシップと役割分担により、データ分析、AI 開発、現場
導入、人材養成、共創活動が並行して推進された。こども未来創造プラットフォームの
立ち上げなど、学校・自治体・企業・学会等の多様なステークホルダーを巻き込む運営
により、現場ニーズを反映した改良サイクルが回っており、実装志向型として妥当かつ
効果的であった。 
 
 


